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○低所得者 保険料の軽減対象者
億円拡充。

①現在、財政支援の対象となっていない２割軽減対象者についても、財政支援の対象とするとともに、軽
減対象の拡大に応じ、財政支援の対象を拡大する。
②現行の７割軽減・５割軽減の対象者数に応じた財政支援の補助率を引き上げる。
③財政支援額の算定基準を平均保険料収納額の一定割合から、平均保険料算定額の一定割合に改める。

　　※ 収納額 ＝ 算定額 － 法定軽減額 － 未納額
　 現　行】軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料収納額の 割軽減 割軽減）
　 改正後】軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料算定額の 割軽減 割軽減 割軽減）
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額総の金付交整調の国、はで度制行現　 　　
は、調整交付金として算定された額か
ら、高額医療費共同事業の国庫負担額か
ら当該額の三分の一以内の額を控除した
額を控除した額として予算で定める額と
されていた。　　　　　　

の金付交整調の国、りよに正改の回今　 　　
総額は、調整交付金として算定された額
から、高額医療費国庫負担額から当該額
以内の額を控除した額を控除した額とし
て予算で定める額とすることとした。こ
れにより、国の調整交付金高額医療費国
庫負担額として控除しないこととできる
額が拡大し、調整交付金の総額を増加さ
せることができ、国の財政調整機能が強
化される。

療費の増加等への対応
必てしと因要るす加増が費療医の保国　 　　

ずしも自治体の責めによらないものも存
在する。そこで、自治体の責めによらな
い要因による医療費の増加や負担の増加
への対応として財政支援を行うこととし
た。支援の基準について今後検討するこ
ととなるが、例えば、

とこい高が費療医る係に患疾神精 ・　　
、とこい多が者険保被のもど子 ・　　

措減軽の料険保る係に者業失的発自非 ・　　
置を行っていること

え考がとこるす定設を準基たし目着に等 　　
られる。

給ぬせ期予、めたの化定安の政財保国　 　　
付増や保険料収納不足により財源不足と

１　国民健康保険の安定化
　前述のとおり、国民健康保険は、被用者保
険等の他の医療保険制度の加入者等を除い
て、原則として日本国内に住所を有する全て
の者が加入する公的医療保険制度であり、国
民皆保険の基礎として重要な役割を果たして
いる。その一方で、年齢構成が高く医療費水
準が高い、低所得者の被保険者が多い、所得
に占める保険料負担が重い等の構造的な問題
を抱えており、毎年度、市町村は、多額の赤
字補填目的の法定外繰入を行っている。こう
した財政上の構造的な問題を抱える国保の安
定化は、持続可能な医療保険制度を構築し、
国民皆保険を将来にわたって堅持するために
必要不可欠であり、今回の医療保険制度改革

の最大の柱である。
　本節では、国保が抱える財政上の構造的な
問題及び国保改革に関するこれまでの主な経
緯を整理した上で、国保改革の内容について
述べる。

⑴　国保が抱える構造的な問題
ア　年齢構成

歳となっている。また、被保険者数に占め

（資料）　厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
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社会保障を将来世代に伝えるための道筋～
（抄）

6　平成25年 8 月　社会保障制度改革推進法第 4条の規定に基
づく「法制上の措置」の骨子について

7　平成25年12月　持続可能な社会保障制度の確立を図るため
の改革の推進に関する法律

8　平成27年 1 月　医療保険制度改革骨子
9　平成27年 2 月　国民健康保険の見直しについて（議論のと

りまとめ）
10　平成27年 4 月　持続可能な医療保険制度を構築するための
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6　その他
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　　⑷　社会保険診療報酬支払基金の業務の拡大
　　⑸　後期高齢者の特性に応じた保健事業の実施について
　　⑹　老健拠出金の概要とその廃止について
　　⑺　国民健康保険において住所地特例を受けていた者の特

例について
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